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第二節 「三つの民族自決論」と「その後」
 O. Bauer, a.a.O., S. 270ff.
 Elie Kedourie, Nationalism (forth expanded ed.), Blackwell, 1993, p. 112.
 J. Schwarzmantel, op.cit., p. 159.
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 Ibid., pp. 94‐106. なお、国際政治における道義を拒否する「政治的リアリズ
ム」の立場から「ウィルソン的自決論」を批判していたのは、当時国務長官と
して講和会議で民族自決概念の提示に反対した R・ランシングであった。Ibid.,
p.86; D. Heater, op.cit., p. 53.







 R. Pipes, op.cit., pp. 47‐48;HoraceB.Davis,TowardaMarxist TheoryofNationalism,
Monthly Review Press, 1978, p. 91.
 See, Graham Smith, ”Nationalities Policy fromLenin to Gorbachev”, in idem. ed.,The
Natinalities Question in the Soviet Union, Longman, 1990, pp. 5‐13.
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第三節 「三つの民族自決論」の接点と相違点
 C. C. Herod, op.cit., pp. 99‐122.
 レーニン「民族自決権について」『全集（第２０巻）』、４２２‐４２６頁。












 Ibid., p. 78.
 レーニンは原則的に連邦制も否定していた。レーニン「アルメニア社会民主
主義者の宣言について」『全集（第６巻）』、３３７頁。























とするのが、もっとも広くみられる見解である。R. Pipes, op.cit., pp. 36‐37; F.
C. Barghoorm, “Nationality Doctorine in Soviet Political Strategy”, Review of Politics,
16 (3), 1954, p. 285; H. B. Davis, op.cit., pp.58ff.
 レーニンの理論的問題として、第一に、レーニンが民族自決論を主張した際
に引き出した離婚権の比喩がある。民族自決権の行使が離婚権の行使と同様に
その共存を否定することから、この民族自決権を否定するような批判はともか
く、離婚権が行使される際には、一般に裁判所など相互に承認しうる権威とし
て第三者機関の仲介が見込まれるが、自決権の行使にこうした第三者は存在し
ない。第二は、分離権の行使を決定する民族の議会や分離の枠組の具体的基準
を想定せず分離権を原則化したことにある。
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